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令和３年度  監 査 計 画 

 

 

監査等を効率的かつ効果的に実施するため、京丹後市監査基準（令和２年３月２３日

京丹後市監査委員告示第２号）第７条第１項に規定する令和３年度の監査計画を次のと

おり定める。 

 

１ 実施方針 

（１） 経済性・効率性・有効性の観点による監査等の充実 

京丹後市監査基準第１条の目的を達成するため、正確性・合規性はもとより、経

済性・効率性・有効性からの監査等を充実させる。 

（２）リスク・アプローチによる監査等の強化 

   監査等の対象に関する業務内容等を確認し、過去の監査結果の指摘等を踏ま

え、事務処理の傾向からリスクを想定した上で、リスクの高いものに対しては、

それに沿ったより具体的な重点事項・着眼点を定めて監査等を実施する。 

（３）監査等の結果に対するフォローアップの充実 

監査等の結果が事務事業の改善に資することとなるよう、過年度の指摘等に基

づく措置状況について検証を行い、改善が認められない場合には再度の指摘等を

行って、監査等の牽制機能を発揮する。 

（４） 職員への監査結果の提供及び周知 

監査結果について、市全体の問題として認識するよう、分かりやすい形で情報

提供と周知を行い、同じ指摘等が発生しないよう監査の実効性を確保する。 

 

２ 例月出納検査 

（１）実施日 

毎月下旬に、前月分について実施する。 

（２）検査の対象 

一般会計及び各特別会計 

   企業会計（水道事業、下水道事業、病院事業） 

（３）検査の方法 

提出された検査資料に基づき、諸帳簿、証拠書類等により計数の確認及び現金

残高の確認を行うとともに、必要に応じて関係職員の説明を聴取し、現金の出納

事務の適否を検査する。 

（４）報告書の提出 

検査結果報告書を作成し、議会及び市長に提出するとともに、市ホームページ

等に掲載する。 

 

３ 決算審査 

（１）実施の時期 

令和３年６月～８月 
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（２）審査の対象 

   一般会計及び各特別会計 

   基金運用状況 

   企業会計（水道事業、下水道事業、病院事業） 

（３）審査の方法 

決算書及び付属書類並びに基金の運用状況を示す書類について、関係諸帳簿及

び証拠書類と照合するとともに、関係職員から説明を聴取し、計数が正確である

か、予算の執行及び事業の経営並びに基金の運用が適正かつ効率的に行われてい

るかを審査する。 

（４）意見書の提出 

監査委員の合議により決算審査意見書を作成し、８月中に市長に提出するとと

もに、市ホームページ等で公表する。 

 

４ 財政健全化及び経営健全化審査 

（１） 実施の時期 

令和３年７月～８月 

（２）審査の対象 

京丹後市健全化判断比率及び京丹後市資金不足比率 

（３）審査の方法 

健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した

書類が適正に作成されているか、関係職員から説明を聴取して審査する。 

（４）意見書の提出 

監査委員の合議により健全化判断比率等審査意見書を作成し、８月中に市長に

提出するとともに、市ホームページ等で公表する。 

 

５ 定期監査 

（１） 実施の時期 

令和３年１１月～令和４年３月 

（２）監査の方法 

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が、適正かつ効率的に行わ

れているか、関係書類等の提出を求め、書面審査及び関係職員から説明を聴取し

て監査する。 

（３）報告書の提出 

監査委員の合議により監査結果報告書を作成し、議会及び市長並びに関係のあ

る教育委員会等に提出するとともに、市ホームページ等で公表する。 

 

６ 行政監査 

（１）実施の時期 

令和３年１１月～令和４年３月 

（２）監査の方法 
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事務の執行の効率性及び適法性について、関係書類等の提出を求め、書面審査

及び関係職員から説明を聴取して監査する。なお、定期監査に併せての実施とす

る。 

（３）報告書の提出 

   定期監査の監査結果報告書に含めることをもって報告とする。 

 

７ 財政援助団体等監査 

（１） 実施の時期 

   令和３年４月～６月（財政援助団体） 

   令和３年１０月～１１月（公の施設の指定管理者） 

（２）監査の対象 

   財政援助団体、公の施設の指定管理者 

（３）監査の方法 

   財政援助団体等の出納その他の事務が、適正かつ効率的に執行され、その目的

を達成しているか、又、対象団体に対する指導監督が適切に行われているか、関

係書類等の提出を求め、書面審査及び説明聴取して監査する。 

（４）報告書の提出 

   監査委員の合議により監査結果報告書を作成し、議会及び市長並びに関係のあ

る教育委員会等に提出するとともに、市ホームページ等で公表する。 

   なお、対象団体には、報告書の写しを送付する。 

 

８ 工事監査 

（１） 実施の時期 

令和３年５月～１１月 

（２） 監査の対象 

令和２年度に施工した工事のうち、工事の内容に応じて監査委員が選定した工 

事を対象とする。 

（３） 監査の方法 

 事業執行各課から提出された完了工事実績について概要説明を受け、事業目的、 

事業効果、事業内容、工事完了箇所の現地調査等を実施する。 

 

９ 監査等の実施体制 

  監査等の実施体制は、監査委員２名及び監査委員事務局職員２名により行う。 

 

１０ その他 

  監査計画に定める監査等のほか、監査を実施する必要が生じた場合は、その都度

協議し、実施する。  
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令和３年度 例月出納検査実施計画 

 

１ 検査の基本方針 

  会計管理者及び公営企業管理者が管理する現金の出納が、適正かつ正確に行われ

ているかどうかを主眼として実施する。 

 

２ 検査の実施日 

  毎月、おおむね月末に実施する。 

 

３ 検査の対象 

（１）一般会計及び各特別会計 

（２）企業会計（水道事業、下水道事業、病院事業） 

 

４ 検査の対象項目 

  前月の各会計に係る基金及び保管金等に係る現金及び預金等の出納保管状況 

 

５ 検査の着眼点 

  現金、預金の出納及び保管は適正に行われているか、帳簿その他の書類が正確に

処理されているかについて、検査する。 

（１）計数の確認 

（２）現金残高等の確認 

（３）書類審査による正確、正当及び適正の確認 

 

６ 検査手続き 

  証憑突合、帳簿突合、計算突合、質問等、通常実施すべき検査手続きによる。 

 

７ 提出及び提示を求める資料 

（１）一般会計及び特別会計に属する歳計現金、歳入歳出外現金及び基金 

  ア 収支資金繰り表 

  イ 収入支出月計表 

  ウ 現金保管状況表 

  エ 基金の現金残高表 

  オ 公金出納日計表（指定金融機関提出分） 

  カ 関係帳簿 

  キ 証拠書類 

（２）企業会計 

  ア 試算表（月次）・総勘定元帳 

  イ 資金予定表 

  ウ 収支月計表 

  エ 過誤納金の受払表 
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  オ 公金出納日計表（総括出納取扱金融機関提出分） 

  カ 関係帳簿 

  キ 証拠書類 
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令和３年度 一般会計・特別会計決算審査実施計画 

 

１ 審査の基本方針 

  決算書に基づく計数を確認するとともに、予算が合理的かつ効率的に執行されて

いる 

 かどうか、会計処理が適正確実に行われたかどうかを主眼として実施する。 

 

２ 審査の実施時期 

  令和３年６月～８月とする。 

  なお、関係部署のヒアリングは、７月から８月に１２日間程度行う。 

 

３ 審査の対象 

  令和２年度  京丹後市一般会計決算 

     〃    京丹後市国民健康保険事業特別会計決算 

     〃    京丹後市国民健康保険直営診療所事業特別会計決算 

     〃    京丹後市後期高齢者医療事業特別会計決算 

     〃    京丹後市介護保険事業特別会計決算 

     〃    京丹後市介護サービス事業特別会計決算 

     〃    京丹後市工業用地造成事業特別会計決算 

     〃    京丹後市宅地造成事業特別会計決算 

     〃    京丹後市市民太陽光発電所事業特別会計決算 

     〃    京丹後市峰山財産区特別会計決算 

     〃    京丹後市五箇財産区特別会計決算 

 

４ 審査の対象項目 

  審査の対象項目は、次のとおりとする。 

（１）歳入歳出決算書 

（２）歳入歳出決算事項別明細書 

（３）実質収支に関する調書 

（４）財産に関する調書 

 

５ 審査の着眼点 

  決算書類等の計数に誤りはないか、予算は合理的かつ効率的に執行されているか、

会計処理は適正に行われているか、財政構造の弾力性は確保されているかについて、

分析検討する。 

（１）決算書等の様式は、法令で定める様式を基準に作成されているか。 

（２）決算書等の計数は正確か。 

（３）決算額は証拠書類と一致しているか。 

（４）年度区分、会計区分、収支科目に誤りはないか。 

（５）出納閉鎖後の収支はないか。 
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（６）財務分析による総合審査 

 

６ 審査手続き 

  証憑突合、帳簿突合、計算突合、質問等、通常実施すべき審査手続きによる。 

 

７ 審査の日程 

  審査の日程は、おおむね次のとおりとする。 

（１）市長から決算書類の提出          ６月下旬～７月上旬 

（２）決算書類の審査及びヒアリング       ７月～８月 

（３）審査意見書（案）の作成          ８月上旬～中旬 

（４）審査意見書（案）を監査委員と協議     ８月１５日頃 

（５）市長への審査意見書の提出         ８月２０日頃 

 

８ 提出及び提示を求める資料 

  提出及び提示を求める資料は、次のとおりとする。 

（１）歳入歳出決算額一覧 

（２）歳入歳出決算事項報告書 

（３）負担金・補助金・交付金等明細書 

（４）歳入増減及び収入未済理由調べ 

（５）歳出繰越額、不用額理由調べ 

（６）主な施策の成果を説明する書類 

（７）繰越明許費繰越計算書及び事故繰越計算書 

（８）地方財政状況調書（写し） 

（９）起債事業一覧表 

（10）予備費充用額一覧表 

（11）一時借入金明細 

（12）基金からの繰替運用金利子明細書 

（13）財産に関する調書の増減説明書 

（14）関係帳簿 

（15）証拠書類 
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令和３年度 企業会計決算審査実施計画 

 

１ 審査の基本方針 

  決算書類の正確性を確かめ、財務諸表が経営成績及び財政状態を適正に表示して

いるかどうかを検証するとともに、事業が地方公営企業法第３条の規定の趣旨にそ

って運営されているかどうかを主眼として実施する。 

 

２ 審査の実施時期 

  令和３年６月～８月とする。 

  なお、関係部署のヒアリングは、７月中に２日間程度行う。 

 

３ 審査の対象 

  審査の対象は、次のとおりとする。 

（１） 令和２年度 京丹後市水道事業会計決算 

（２） 令和２年度 京丹後市下水道事業会計決算 

（３） 令和２年度 京丹後市病院事業会計決算 

 

４ 審査の対象項目 

  審査の対象項目は、次のとおりとする。 

（１） 決算報告書 

（２） 財務諸表 

（３） 事業報告書 

（４） 附属明細書 

 

５ 審査の着眼点 

  決算書類等の計数に誤りはないか、財務諸表は経営成績及び財政状態を適正に表

示しているか、経営活動は合理的かつ能率的に行われているかについて、分析、検

討する。 

（１） 法令に定められた全ての決算書類を具備しているか。 

（２） 決算報告書、損益計算書、賃借対照表がそれぞれ期間経営成績、年度末財政状 

況を適正に表示しているか。 

（３） 計数等の確認 

（４） 経営分析等による総合審査 

   

６ 審査手続き 

  証憑突合、帳簿突合、計算突合、質問等、通常実施すべき審査手続きによる。 

 

７ 審査の日程 

  審査の日程は、おおむね次のとおりとする。 

（１）市長から決算書類の提出          ６月下旬 
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（２）決算書類の審査及びヒアリング       ７月初旬 

（３）審査意見書（案）の作成          ７月中旬～８月初旬 

（４）審査意見書（案）を監査委員と協議     ８月１５日頃 

（５）市長への審査意見書の提出         ８月２０日頃 

 

８ 提出及び提示を求める資料 

  提出及び提示を求める資料は、次のとおりとする。 

（１） 決算報告書 

（２） 損益計算書 

（３） 剰余金計算書又は欠損金計算書 

（４） 剰余金処分計算書又は欠損金処分計算書 

（５） 貸借対照表 

（６） 事業報告書 

（７） 収益費用明細書 

（８） 固定資産明細書 

（９） 企業債明細書 

（10）関係帳簿 

（11）証拠書類 
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令和３年度 基金運用状況審査実施計画 

 

１ 審査の基本方針 

  基金の運用状況を示す書類に基づく係数を確認するとともに、基金が設置の目的

にそって適正に運用されたかどうかを主眼として実施する。 

 

２ 審査の実施時期 

  令和３年７月～８月とする。 

  なお、関係部署のヒアリングは、一般会計等決算審査に併せて行う。 

 

３ 審査の対象 

  審査の対象年度は、次のとおりとする。 

（１） 令和２年度 京丹後市土地開発基金 

（２） 令和２年度 京丹後市国民健康保険高額療養費等貸付基金 

 

４ 審査の対象項目 

  基金の運用状況報告書 

 

５ 審査の着眼点 

  審査の着眼点は、次のとおりとする。 

（１）基金運用状況報告書の計数に誤りはないか。 

（２）基金の運用は、設置の目的に沿って効果的に行われているか。 

 

６ 審査手続き 

  証憑突合、帳簿突合、計算突合、質問等、通常実施すべき審査手続きによる。 

  

７ 審査の日程 

  本審査は、一般会計等決算審査と並行して行う。 

 

８ 提出及び提示を求める資料 

  提出及び提示を求める資料は、次のとおりとする。 

（１）基金台帳 

（２）基金運用状況報告書 
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令和３年度 財政健全化及び経営健全化審査実施計画 

 

１ 審査の基本方針 

  地方財政の健全化に関する法律に基づき健全化判断比率及び資金不足比率並びに

その算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼

として実施する。 

 

２ 審査の実施時期 

  令和３年７月～８月とする。 

  なお、関係部署のヒアリングは、８月中に１日間行う。 

 

３ 審査の対象 

  審査の対象年度は、次のとおりとする。 

（１） 令和２年度 京丹後市健全化判断比率 

（２） 令和２年度 京丹後市資金不足比率 

 

４ 審査の対象項目 

  審査の対象項目は、次のとおりとする。 

（１） 実質赤字比率 

（２） 連結実質赤字比率 

（３） 実質公債費比率(３ヵ年平均) 

（４） 将来負担比率 

（５） 資金不足比率(公営企業会計ごと) 

（６） それぞれの比率の算定の基礎となる事項を記載した書類 

   

５ 審査の着眼点 

  審査の着眼点は、次のとおりとする。 

（１） 法令等に照らし財政指標の算出過程に誤りはないか。 

（２） 法令等に基づき適切な算定要素が財政指標の計算に用いられているか。 

（３） 財政指標の算定の基礎となった書類等が適正に作成されているか。 

（４） 客観的事実の妥当性を判断した上で、財政指標の算定を行う場合において公正 

な判断が行われているか。 

  

６ 審査手続き 

  証憑突合、帳簿突合、計算突合、質問等、通常実施すべき審査手続きによる。 

 

７ 審査の日程 

  審査の日程は、おおむね次のとおりとする。 

（１）市長から財政健全化判断比率等の書類の提出    ７月中旬 

（２）財政健全化判断比率等書類の審査及びヒアリング  ８月上旬 
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（３）審査意見書（案）の作成             ８月上旬～中旬 

（４）審査意見書（案）を監査委員と協議        ８月１５日頃 

（５）市長への審査意見書の提出            ８月２０日頃 

   

８ 提出及び提示を求める資料 

  財政健全化法に基づく健全化判断比率等の算定の基礎となる書類 
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令和３年度 定期監査実施計画 

 

１ 監査の基本方針 

  事務事業が適法、適正かつ効率的に行われているかどうかを主眼として、例年と

同じ時期に実施する。 

 

２ 監査の実施時期 

  令和３年１１月～令和４年３月とする。 

  なお、関係部署のヒアリング及び現地監査は、１月～２月に７日間程度行う。 

 

３ 監査の方法等 

  財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理について、関係書類等の提出

を求め、書面審査及びヒアリングにより監査する。 

 

４ 監査の着眼点 

  監査の着眼点は、次のとおりとする。 

（１） 事務の執行は、法令等に違反していないか。 

（２） 予算の執行は、計画的、かつ効率的に行われているか。 

（３） 各種の台帳、帳簿、証拠書類の整理保存は適切か。 

（４） 滞納について、その状況を把握し、かつ記録され、徴収に努力されているか。 

（５） 違法又は不当な支出や不経済な支出はないか。 

（６） 入札、契約締結、履行等の契約事務は適切に行われているか。 

（７） 車両（公用車、消防車、除雪車等）の管理状況等について 

     

５ 監査項目 

  主な監査項目は、次のとおりとする。 

（１） 補助金の交付事務について 

（２） 任意団体の事務執行について 

（３） 契約規則で定める限度額を超える随意契約について 

（４） 勤務状況について 

（５） 未収金について 

（６） 備品の管理状況について 

（７） 個別事業の進捗状況等について 

 

６ 監査の日程 

  監査の日程は、おおむね次のとおりとする。 

（１）市長へ資料の提出依頼           １１月初旬 

（２）市長から資料の提出            １１月下旬 

（３）書類の審査及びヒアリング         １月下旬～２月上旬 

（４）監査報告書（案）の作成          ２月上旬～下旬 
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（５）監査報告書（案）を監査委員と協議     ３月上旬 

（６）市長への監査報告書の提出         ３月中旬 

   

７ 提出及び提示を求める資料 

  提出及び提示を求める資料は、次のとおりとする。 

（１） 職員に関する調 

（２） 予算の執行状況 

（３） 監査テーマに関する調 

（４） 随意契約の状況 

（５） 未収金の状況 

（６） 備品管理の状況 

（７） 関係帳簿 

（８） 証拠書類 
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令和３年度  行政監査実施計画 

 

１ 監査の基本方針 

  公正で能率的な行政運営の確保について、経済性、有効性、効率性の観点から実

施する。 

 

２ 監査の実施時期 

  令和３年１１月～令和４年３月とする。 

 

３ 監査の方法等 

  定期監査時において、関係書類の提出を求め、書面審査及びヒアリングにより監

査する。 

 

４ 監査の着眼点 

  監査の着眼点は、次のとおりとする。 

（１） 事務処理は、能率的、効率的に行われ、改善すべき点はないか。 

（２） 事務の執行は、法令等に従って適正に行われているか。 

（３） 組織は合理的なものとなっているか。 

   

５ 監査の日程 

  定期監査に併せての実施とする。 

 

６ 提出及び提示を求める資料 

  定期監査の求めに含める。 
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令和３年度  財政援助団体等監査実施計画 

 

１ 監査の基本方針 

  補助金等の財政的援助を与えている団体、出資団体及び公の施設の管理を委託し

た団体等への支出について、公正かつ効率的に活かされているかどうかの観点から

実施する。 

 

２ 監査の実施時期 

  監査の実施期間は、次のとおりとする。 

（１）令和３年４月～６月とする。 

   なお、所管部局及び対象団体のヒアリングは、５月下旬に１日間行う。 

（２）令和３年１０月～１１月とする。 

   なお、所管部局及び対象団体のヒアリングは、１０月下旬に１日間行う。 

 

３ 監査の対象 

  監査対象は、次のとおりとする。 

（１）財政援助団体（令和３年４月～６月に実施） 

（２）公の施設の指定管理者（令和３年１０月～１１月に実施） 

 

４ 監査の方法等 

  前年度に支出した財政援助団体等の中から抽出して、関係書類等の提出を求め、

書面審査及びヒアリングにより監査する。 

 

５ 監査の着眼点 

  監査の着眼点は、次のとおりとする。 

（１） 所轄部局の団体に対する指導監督は適切に行われているか。 

（２） 事業は、実施計画及び交付条件に従って実施され、十分効果があげられている 

か。 

（３）財政援助団体、出資団体及び公の施設の管理者における収支の会計経理は適正

か、また、各種帳簿、証拠書類等の管理保存は適切に行われているか。 

 

６ 監査の日程 

  監査の日程は、おおむね次のとおりとする。 

（１）財政援助団体 

ア 市長及び対象団体へ資料の提出依頼        ４月上旬 

イ 市長及び対象団体から資料の提出         ５月中旬 

ウ 書類の審査及びヒアリング            ５月下旬 

エ 監査報告書（案）の作成             ５月下旬 

オ 監査報告書（案）を監査委員と協議        ６月中旬 

カ 市長への監査報告書の提出            ６月下旬 
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（２）公の施設の指定管理者 

ア 市長及び対象団体へ資料の提出依頼       １０月上旬 

イ 市長及び対象団体から資料の提出        １０月中旬 

ウ 書類の審査及びヒアリング           １０月下旬 

  エ 監査報告書（案）の作成            １１月上旬 

オ 監査報告書（案）を監査委員と協議       １１月中旬 

カ 市長への監査報告書の提出           １１月下旬 
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令和３年度  工事監査実施計画 

 

１ 監査の基本方針 

監査委員が特に必要と認める工事について、随時監査の一環として行う。実施に 

当たっては、工事事務及び施工が適正に行われているかについて検証する。 

 

２ 監査の実施時期 

  令和３年５月～１１月とする。 

 

３ 監査の対象 

  令和２年度に施工した工事のうち、工事の内容に応じて監査委員が選定した工事

を対象とする。 

 

４ 監査の方法等 

事業執行各課から提出された完了工事実績について概要説明を受け、事業目的、 

事業効果、事業内容、工事完了箇所の現地調査等を実施する。 

 


